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　This work will look at labor law issues concerning those working on site and on the front line in the 
battle to operate and secure nuclear power plants.  In particular, I intend to investigate the degree to 
which workers' safety and rights are protected at Fukushima Dai-Ichi Nuclear Power Plant in the wake 






人亡くしたから。」（35 歳男性）（「東京新聞」2011 年 12 月 31 日付「ふくしま作業員日誌」より）。
　2012 年１月１日。日本の各地でカウントダウンが華やかに行われ、街は、除夜の鐘を聞き、
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射性物質の漏出といった大事故が起こり、現在もまだ継続中である。なお、2011 年 12 月 27 日
の東京電力が発表したデータによれば、同年３月から 11 月までの間に福島第一で緊急作業に従
事した原発労働者数の累計は１万 8,846 名、うち東京電力社員は 3,316 名、協力企業（本稿では
「下請労働者」）は 1万 5,530 名である。







　（2012 年 2 月 20 日時点、出所：CNIC）
北海道電力 泊 1（号機、以下略）・2・3 1 ～ 2 は定期検査中。3は運転中
電 源 開 発 大　　間 建設中
東北電力 東　　通 1 定期検査中
東京電力 東　　通 1 建設中
東北電力 女　　川 1～ 3 停止中
東京電力 福島第一 1～ 6 停止中
東京電力 福島第二 1～ 4 停止中




中部電力 浜　　岡 1～ 2 廃炉
　　　　 3 ～ 4 定期検査中
　　　　 5 停止中
北陸電力 志　　賀 1～ 2 定期検査中
日本原子力発電 敦　　賀 1～ 2 定期検査中
関西電力 美　　浜 1～ 3 定期検査中
関西電力 大　　飯 1～ 4 定期検査中。1は停止中
関西電力 高　　浜１～ 4　 定期検査中
中国電力 島　　根 1～ 2 定期検査中
　　　　 3　 建設中
四国電力 伊　　方 1～ 3 定期検査中
九州電力 玄　　海 1～ 4 定期検査中
九州電力 川　　内 1～ 2 定期検査中




曝線量の管理上の問題である。2011 年７月 13 日に厚生労働省は、福島第１で作業に従事した労
働者を対象とした東京電力による内部被曝線量の検査の実施に際して、同年３～４月に作業に従
事した下請労働者など計 132 名の身元が特定できていないと発表した。同省は東電に身元の特定
と検査を急ぐよう指示し、さらに 600 社あまりの下請会社のうち元請の 22 社にも東電の検査に
協力するよう今後直接指導したと報じられた（5）。



























（2012 年 1 月 13 日現在）筆者作成
労働者 死亡日 内　　容 出　　典
協力企業の
60 歳の男性
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　原発労働者の被曝線量の規制は、ICRP によると、通常時の上限は５年間で 100 ミリシーベル 
ト、かつ１年間で 50 ミリシーベルト以下とされており、日本でも、電離放射線障害防止規則４
条により同様の規制がなされていた。しかし厚生労働省は、福島第一の事故発生から４日後の
2011 年３月 15 日、緊急作業時の被曝限度を、今回の事故対応に限り従来の 100mSv から









2012 年４月 30 日までに限り 250 ミリシーベルトを上限にするとした。
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注
1 「東日本大震災　法と対策」ジュリスト 1427 号、「3.11 大震災の公法学 Part.1－国家がなすべきこと、
民間がなすべきこと」法学セミナー 2011 年 11 月号、「3.11 大震災の公法学 Part.2－国家がなすべきこと、
民間がなすべきこと」法学セミナー 2011 年 12 月号
2 代表的なものとして、堀江邦夫『原発ジプシー』（1984 年・講談社）、樋口健二『闇に消される原発被曝
者』（1981 年・三一書房）など





子力ムラはなぜ生まれたのか』（青土社・2011 年）348 ～ 349 頁
5 「毎日新聞」2011 年 7 月 13 日付
6 鈴木智彦『ヤクザと原発―福島第一潜入記』（文藝春秋・2011 年）184 ～ 187 頁
7 2011 年 8 月 18 日現在で 41 件の熱中症が発生したと発表されている（41 件中 4 件は救急車・ドクター
ヘリで病院搬送されている）。東京電力「福島第一原子力発電所の事故に係る緊急作業における労働災
害発生状況」（2011 年 9 月）より
8 労働者派遣法 59 条  
次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 
一　第 4 条第 1 項又は第 15 条の規定に違反した者 　
二　第 5 条第 1 項の許可を受けないで一般労働者派遣事業を行つた者 　
三　偽りその他不正の行為により第 5 条第 1 項の許可又は第 10 条第 2 項の規定による許可の有効期
間の更新を受けた者 　
四　第 14 条第 2 項又は第 21 条の規定による処分に違反した者
9 労働者派遣法 60 条  
次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。
一　第 16 条第 1 項に規定する届出書を提出しないで特定労働者派遣事業を行つた者
10 職業安定法 64 条  
次の各号のいずれかに該当する者は、これを 1 年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。
九．第 44 条の規定に違反した者
11 例えば、統括安全衛生責任者ならびに元方安全衛生管理者に関する労働安全衛生法 15 条、15 条の 2、
16 条や、元方事業者に対する危険防止措置義務を定めた同 29 条の 2、関係請負人の法令遵守の指導義
務を定めた同 30 条、30 条の 2 など









13 最判平 3・4・11 民集 162 巻 295 頁
実践女子大学人間社会学部紀要　第８集　2012
－ 94  －
14 類似のケースとして、鹿島建設・大石塗装事件（最判昭 55・12・18 民集 34 巻 7 号 888 頁）
15 前掲注 6）書には、｢ 熱中症には、作業員のポジションも大きく影響する。下請け、孫請け、ひ孫受け
……さらには 7 次、8 次と続くヒエラルキーの中、ピラミッドの底辺に向かうほど現場での発言力は弱
くなり、それに比例して無自覚にＳＯＳをためらってしまうのだ。｣（187 頁）、「オールジャパンにはそ
ぐわない作業員格差―それでも下請け作業員が不満を口にすることはない。原発を生活の糧としていな
い私のような作業員ならともかく、5 次請け、6 次請け、7 次請けの作業員にとっての恐怖は、仕事を失
うことだからだ。」（188 頁）と、過酷な重層的下請構造の実態が書かれている
16 中島厚夫「東日本大震災に関する特別立法について」ジュリスト 1427 号、136 頁以下
17 職業安定法 65 条 8 号  
職業紹介又は労働者の募集の際に、虚偽の広告をなし、又は虚偽の条件を呈示してこれを行った者は、6 ヶ
月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処される　












20 基発 0428 第 1 号「緊急作業に従事した労働者のその後の緊急作業以外の放射線業務による被ばく線量
に係る指導について」
21 例えば、岩淵正明 ｢Ⅳ原発労働者の安全衛生 ｣季刊労働者の権利 Vol.291 65 頁、前掲注 3）133 頁など
22 蟻川恒正「「原子力発電所」としての日本社会」法学セミナー 2011 年 11 月号、42 頁
